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第１章 調査の概要 

【重要】 

本資料は高齢者等実態調査報告書の概要版です。内容は暫定的なものであり、今後、数値や分析

内容等が変更となる場合があります。 

 

１．調査目的 

文京区では、高齢になっても住み慣れた地域で、いつまでも安心して生活することができるよう、

高齢者施策の更なる充実や地域包括ケアシステムの構築を目指しています。 

令和８年度に高齢者・介護保険事業計画（令和９年度～11年度）を策定するに当たり、“区内在

住の65歳以上で介護保険の要介護１～５以外の第１号被保険者”と“介護や様々な地域活動の担い

手として期待される50歳から64歳までの方”に対し、日常生活の実態、介護予防や健康への取組等

を把握するとともに、“要介護認定を受けている被保険者とその家族”に対し、在宅生活の継続や

家族介護者の就労継続に有効な介護サービスの在り方などを検討するための調査を実施しました。 

また、“区内介護サービス事業者”に対しては、事業所の概要や状況の把握とともに、人員確保

やサービスの質の向上への取組状況、また、ハラスメント対策に関する設問を設けました。あわせ

て、区内介護事業所の従事者を対象に、介護サービスを提供する上での課題、仕事や収入への満足

度、ハラスメント被害などについて調査を実施しました。 

 

２．調査方法 

 郵送配付、郵送・インターネット回収 

 

３．調査期間 

令和７年 10 月 8日（水）～10 月 31 日（金） 

 

  



 

2 

 

４．調査設計 

（１）区民向け調査 

調査名 調査対象者 調査数／抽出方法 主な調査項目 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
要介護１～５以外の 65 歳

以上の被保険者 
3,000 人／無作為抽出 

日常生活圏域ごとに被保険者の身体

及び生活状況、地域活動、生きがい

等 

②50 歳以上 64 歳以下の方の調査 

 要介護認定を受けていな

い 50～64 歳の被保険者 
3,000 人／無作為抽出 

日常生活圏域ごとに被保険者の地

域活動、生きがい等 

③在宅介護実態調査 

 
在宅の要介護認定者及び

その家族 
3,000 人／無作為抽出 

被保険者本人の心身の状態、サー

ビスの利用実態、ニーズ及び介護

者の就労状況等 
 

 

（２）事業者向け調査 

調査名 調査対象者 調査数／抽出方法 主な調査項目 

④介護サービス事業者調査 

 

区内で介護サービス事業

所を運営する事業者 
198 事業者 

事業所概要、今後の事業展開、人

材確保策、危機管理、サービスの

質の向上への取組、医療との連携

等 

⑤介護事業従事者調査 

 

区内の介護サービス事業

所に勤務する介護事業従

事者等 

※「④介護サービス

事業者調査」にて、

各事業所の５名分の

調査票を同封して配

布を依頼 

本人の労働状況や仕事に対する思

い、ハラスメント被害の状況等 
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５．回収結果 

種類 配付数 回収数 

有効回答数 有効回答率 

  
内インター 

ネット 
  

内インター 
ネット  

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 3,000 2,095 2,079 430 69.30% 14.33% 

②50歳以上64歳以下の方の調査 3,000 1,465 1,456 829 48.53% 27.63% 

③在宅介護実態調査 3,000 1,967 1,951 331 65.03% 11.03% 

④介護サービス事業者調査 198 114 113 69 57.07% 34.85% 

⑤介護事業従事者調査   448 442 183     

 

６．概要版の見方 

・本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者の総数（人、か所）です。 

・百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示しています。したがって、

単数回答（１つだけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、％を足し合わせて 100％にならな

い場合があります。 

・複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、％の合計が 100％を超える場合があります。 

・本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場合があり

ます。 

・回答者数が少ない場合、比率が上下しやすいため、傾向を見るにとどめ、本文中では触れていな

い場合があります。 

・表の中で、網掛けにしている部分は、各項目の最高値を示しています。 

・図表下の「※」は補足的な説明です。「（注）」は用語解説です。 

・クロス集計においては、分析の軸となる表側の項目（性別、年齢別などの属性）の「無回答」は

掲載を省略しています。ただし、合計は集計対象の全数を表示しているため、分析の軸となる選

択肢の回答者数を合計しても、必ずしも全体の数値とは一致しません。 

 

・調査名を以下のように省略して記載している場合があります。 

種  類 略  称 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（要介護１～５以外の 65 歳以上の被保険者） 
第１号・要支援 

②50 歳以上 64歳以下の方の調査 50 歳以上 

③在宅介護実態調査 在宅介護 
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第２章 調査結果 

０．調査の基礎集計 

（１）性別 

○ いずれの調査対象者においても、「女性」が「男性」を上回っており、「女性」は〈第１号・要支

援〉で 59.4％、〈50歳以上〉で 58.3％、〈在宅介護〉で 64.2％となっています。 

 

 

 

（２）圏域 

○ いずれの調査対象者においても、「富坂地区」が最も多く、次いで「駒込地区」が多くなってい

ます。 

 

 

  

男性 女性

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=2,079）

50歳以上
（n=1,456）

在宅介護
（n=1,951）

40.6 

41.7 

35.8 

59.4 

58.3 

64.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

富坂地区 大塚地区 本富士地区 駒込地区

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=2,079）

50歳以上
（n=1,456）

在宅介護
（n=1,951）

32.8 

34.3 

30.9 

22.3 

21.6 

21.8 

21.0 

20.1 

22.7 

23.9 

24.0 

24.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（３）年齢 

○ 〈第１号・要支援〉では、「65 歳～69 歳」が 28.1％で最も多くなっており、65～74 歳の「前期

高齢者」（以下「前期高齢者」とする。）が 46.9％、75 歳以上の後期高齢者（以下「後期高齢者

という。」が 53.1％となっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「50 歳～54 歳」が 35.5％、「55 歳～59 歳」が 35.8％、「60 歳～64 歳」が

28.7％となっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「90 歳以上」が 33.4％で最も多くなっており、「前期高齢者」が 9.6％、「後

期高齢者」が 90.4％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

【50歳以上】 

 

【在宅介護】 

 

 

  

65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳 85歳～89歳 90歳以上

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 28.1 18.8 21.2 15.5 11.2 5.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳

[ 凡例 ]

全体

（n=1,456） 35.5 35.8 28.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

65歳未満 65歳～69
歳

70歳～74
歳

75歳～79
歳

80歳～84
歳

85歳～89
歳

90歳以上

[ 凡例 ]

全体

（n=1,951） 2.6 

2.4 

4.6 11.1 19.5 26.4 33.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%



 

6 

 

（４）要介護度 

○ 〈第１号・要支援〉では、「要支援の認定を受けていない」が 95.4％で最も多くなっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「要介護１」が 43.8％で最も多く、次いで「要介護２」が 26.0％、「要介護

３」が 12.5％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

【在宅介護】 

 

 

 

 

  

要支援１の
認定を受けている

要支援２の
認定を受けている

要支援の認定を
受けていない

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 2.9 

1.6 

95.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

[ 凡例 ]

全体

（n=1,951） 43.8 26.0 12.5 10.0 7.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（５）世帯構成 

○ 〈第１号・要支援〉では、「一人暮らし」が 52.2％で最も多くなっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「その他」が 38.6％で最も多く、次いで「単身世帯」が 34.5％、「夫婦のみ

世帯」が 25.6％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

【在宅介護】 

 

 

（６）経済状況 

○ 〈第１号・要支援〉では、「ふつう」が52.4％、「大変苦しい」と「やや苦しい」を合わせた『苦

しい』が 28.2％、「ややゆとりがある」と「大変ゆとりがある」を合わせた『ゆとりがある』は

18％となっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「ふつう」が 46.8％、『苦しい』が 32.2％、『ゆとりがある』は 20.4％とな

っています。 

○ 〈在宅介護〉では、「ふつう」が 56.3％、『苦しい』が 31.4％、『ゆとりがある』は 11.1％となっ

ています。 

   

１人暮らし 夫婦２人
暮らし
（配偶者
65歳以上）

夫婦２人
暮らし
（配偶者

64歳以下）

息子・娘と
の２世帯

その他 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 52.2 6.7 7.4 24.1 8.1 1.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,951） 34.5 25.6 38.6 1.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとり
がある

大変ゆとり
がある

無回答

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=2,079）

50歳以上
（n=1,456）

在宅介護
（n=1,951）

6.4 

8.3 

8.5 

21.8 

23.9 

22.9 

52.4 

46.8 

56.3 

14.8 

16.8 

9.5 

3.2 

3.6 

1.6 

1.3 

0.7 

1.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（７）携帯電話やスマートフォン（タブレット）の所有 

○ 全体では、「スマートフォンを持っている」が 67.1％で最も多く、次いで「携帯電話を持ってい

る」が 33.3％、「タブレットを持っている」が 20.1％となっています。 

○ 年齢別にみると、84歳以下の世代では半数以上が「スマートフォンを持っている」と回答してお

り、85歳以上の世代では、スマートフォンの保有率は下がるものの、半数近くが「携帯電話を持

っている」と回答しています。 

【第１号・要支援】（複数回答） 

 

  

33.3 

67.1 

20.1 

6.3 

0.9 

19.7 

87.9 

30.1 

1.2 

0.0 

26.9 

77.4 

24.1 

2.1 

0.3 

37.3 

65.0 

18.2 

6.1 

1.6 

44.7 

52.2 

12.7 

8.7 

1.2 

47.4 

41.8 

7.8 

15.1 

0.9 

49.1 

26.4 

8.2 

23.6 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

携帯電話を持っている

スマートフォンを持っている

タブレットを持っている

どれも持っていない

無回答

全体(n=2,079)

65歳～69歳(n=585)

70歳～74歳(n=390)

75歳～79歳(n=440)

80歳～84歳(n=322)

85歳～89歳(n=232)

90歳以上(n=110)
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１．地域でともに支え合うしくみの充実 

１-１ 地域生活の状況 

（１）会・グループ活動への参加 

○ 会・グループ等へ「参加している（週４回以上～年に数回）」、「参加していない」に分けてみる

と、〈第１号・要支援〉では、「参加している」が 60.8％、「参加していない」が 29.2％となって

います。前回（令和４年度）調査結果と比較して、「収入のある仕事」への参加機会が増加して

います。 

○ 〈50 歳以上〉では、「参加している」が 80.2％、「参加していない」が 17.0％となっています。

前回（令和４年度）調査結果と比較して、「収入のある仕事」への参加機会が増加しています。 

【第１号・要支援】 

 

 

 

何かしらの会・グループ
等に参加している

参加していない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 60.8 29.2 10.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

参加している 参加していない 無回答

[ 凡例 ]

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

令和７年度
(n=2,079)

令和４年度
(n=2,100)

ボランティアの
グループ

スポーツ関係の
グループやクラブ

趣味関係の
グループ

学習・教養
サークル

介護予防のための
通いの場

高齢者クラブ

町会・自治会

収入のある仕事

6.6 

5.7 

23.1 

21.8 

23.2 

16.9 

10.1 

8.0 

2.2 

2.0 

3.1 

2.7 

12.7 

14.4 

31.4 

25.7 

69.8 

66.0 

57.9 

56.3 

57.2 

58.5 

65.7 

63.2 

72.9 

68.3 

72.8 

67.8 

64.1 

58.5 

47.5 

47.6 

23.6 

28.3 

19.0 

21.9 

19.6 

24.6 

24.2 

28.8 

25.0 

29.7 

24.1 

29.5 

23.3 

27.1 

21.1 

26.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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【50歳以上】 

 

 

 

 

 

  

何かしらの会・グループ
等に参加している

参加していない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,456） 80.2 17.0 2.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

参加している 参加していない 無回答

[ 凡例 ]

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

令和７年度
(n=1,456)

令和４年度
(n=1,601)

ボランティアの
グループ

スポーツ関係の
グループやクラブ

趣味関係の
グループ

学習・教養
サークル

介護予防のための
通いの場

高齢者クラブ

町会・自治会

収入のある仕事

6.4 

6.2 

19.0 

18.9 

21.3 

15.8 

9.1 

8.5 

0.3 

0.6 

0.1 

0.4 

8.4 

11.8 

72.5 

58.4 

87.6 

86.6 

75.9 

75.5 

74.0 

78.4 

84.7 

84.9 

93.5 

92.4 

93.8 

92.5 

86.1 

81.7 

23.7 

36.0 

6.0 

7.1 

5.1 

5.6 

4.7 

5.8 

6.2 

6.6 

6.2 

7.0 

6.1 

7.1 

5.6 

6.5 

3.8 

5.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（２）就労状態 

○ 「引退した」が 41.5％で最も多く、次いで「非常勤」が 16.2％、「自営業」が 14.0％となってい

ます。 

【第１号・要支援】（複数回答） 

 

【第１号・要支援：就労状態×経済状況】 

  

6.9

41.5

11.8

16.2

14.0

1.3

10.1

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職に就いたことがない

引退した

常勤

非常勤

自営業

求職中（フルタイム）

その他

無回答

(n=2,079)

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとり
がある

大変ゆとり
がある

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079）

職に就いたことがない

（n=143）

引退した

（n=863）

常勤

（n=246）

非常勤

（n=336）

自営業

（n=292）

求職中（フルタイム）

（n=26）

その他

（n=210）

就労状態

6.4 

6.3 

6.5 

4.5 

7.7 

5.1 

23.1 

6.7 

21.8 

17.5 

21.2 

14.6 

31.8 

18.5 

38.5 

22.9 

52.4 

53.1 

55.5 

51.2 

47.0 

55.1 

34.6 

50.5 

14.8 

18.9 

13.9 

24.8 

11.3 

15.1 

3.8 

15.7 

3.2 

4.2 

2.7 

4.9 

1.8 

6.2 

0.0 

3.8 

1.3 

0.0 

0.2 

0.0 

0.3 

0.0 

0.0 

0.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（３）65歳以降の働き方の希望 

○ 「パートタイムでの勤務」が 38.5％で最も多く、次いで「フルタイムでの勤務」が 32.1％、「仕

事をするつもりはない」が 14.7％となっています。 

○ 性別でみると、男性は「フルタイムでの勤務」が 39.2％で女性より 12.2 ポイント高く、女性は

「パートタイムでの勤務」が 46.1％で男性より 18.3 ポイント高くなっています。 

○ 年齢別にみると、「50～54 歳」では「フルタイムでの勤務」と「パートタイムでの勤務」がほぼ

同率ですが、「55～59 歳」では「パートタイムでの勤務」の割合が最も高くなり、「60～64 歳」

では「仕事をするつもりはない」の割合が他の世代に比べて高くなっています。 

【50歳以上】 

 

 

 

（４）孤独・孤立感 

○ 「ほとんどない」が 41.7％で最も多く、次いで「ときどきある」が 28.3％、「全くない」が

25.1％となっています。 

【第１号・要支援】 

  

フルタイ
ムでの勤

務

パートタ
イムでの
勤務

いきがい
就業

有償ボラ
ンティア

仕事はし
たいが、
できない

仕事をす
るつもり
はない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,456）

男性

（n=607）

女性

（n=849）

50歳～54歳

（n=517）

55歳～59歳

（n=521）

60歳～64歳

（n=418）

性別

年齢

32.1 

39.2 

27.0 

35.6 

30.7 

29.4 

38.5 

27.8 

46.1 

35.8 

42.2 

37.1 

4.9 

6.6 

3.7 

5.4 

4.8 

4.3 

4.3 

3.1 

5.2 

5.0 

3.6 

4.3 

3.9 

3.6 

4.1 

2.7 

4.8 

4.3 

14.7 

18.0 

12.4 

13.9 

12.7 

18.2 

1.6 

1.6 

1.6 

1.5 

1.2 

2.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

常にある ときどきある ほとんどない 全くない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 3.8 28.3 41.7 25.1 1.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（５）現在の生活の不安 

○ 〈第１号・要支援〉では、「自分の健康に関すること」が 58.6％で最も多く、次いで「自分が認

知症や寝たきりなどにより介護が必要になること」が 47.3％、「地震などの災害時の備えや対応

方法」が 32.5％となっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「自分の健康に関すること」が 50.5％で最も多く、次いで「自分が認知症や

寝たきりなどにより介護が必要になること」が 37.6％、「介護をしてくれる人（家族等）がいな

いこと」が 31.9％となっています。 

（複数回答） 

  

58.6

47.3

24.1

23.7

10.6

12.4

16.7

32.5

4.1

10.7

1.4

6.8

5.0

16.2

1.5

50.5

37.6

31.9

24.4

17.6

18.5

17.0

31.7

6.8

5.3

1.6

9.2

5.5

14.1

0.7

0% 20% 40% 60% 80%

自分の健康に関すること

自分が認知症や寝たきりなどにより介護が

必要になること

介護をしてくれる人（家族等）がいないこと

夜間や緊急時に対応してくれる人が

いないこと

友人や地域との交流がないこと

財産の管理や相続に関すること

犯罪や悪質商法に関すること

地震などの災害時の備えや対応方法

家族の経済状況が不安定で自立が

できていないこと

自分の外出回数が減っていること

ひきこもりの家族がいること

家族の慢性疾患や障害に関すること

その他

特にない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)
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１-２ 認知症に対する区民の意識 

（１）認知症のイメージ 

○ いずれの対象者においても、「認知症になっても医療・介護などのサポートを利用しながら、今

まで暮らしてきた地域で生活していくことができる」が最も高くなっています。 

（複数回答） 

 

 

  

28.6

8.3

19.8

31.6

41.1

55.1

44.1

3.3

6.9

3.5

31.9

11.6

19.8

38.2

41.2

50.4

39.8

2.6

3.6

1.3

24.6

7.5

16.3

29.2

27.1

46.2

36.4

3.1

9.2

4.9

0% 20% 40% 60% 80%

認知症になると症状が進行していき、

何もできなくなってしまう

認知症であることを知られると恥ずかしい

ので、診断されても隠して生活する人が多い

認知症になると周りに迷惑をかけてしまう

ので、今まで暮らしてきた地域での生活は

難しくなる

認知症になると身の回りのことができなく

なり、施設に入所する必要がある

認知症になっても気持ちや考えはあるので、

やりたいことやできることを行うことができる

認知症になっても医療・介護などのサポートを

利用しながら、今まで暮らしてきた地域で生活

していくことができる

認知症になっても家族や仲間とつながり

ながら、今まで暮らしてきた地域で

生活していくことができる

その他

特にない

無回答

第１号・要支援(n=1,777)

50歳以上(n=1,142)

在宅介護(n=1,092)
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（２）認知症についての知識 

○ いずれの対象者においても、「認知症の診断を受け治療することで、進行を遅らせることができ

る」が最も多く、次いで「食事・運動・口腔ケアなど日々の生活習慣の見直しが、認知症のリス

クを低くすることにつながる」が多くなっています。 

（複数回答） 

 

   

13.4

70.8

40.4

53.0

25.3

9.2

25.8

30.3

1.5

6.7

13.3

18.5

79.5

49.2

62.6

37.3

8.5

24.2

37.4

0.8

7.0

2.5

14.7

66.0

38.5

47.7

19.4

9.3

26.3

24.1

2.9

10.2

8.0

0% 20% 40% 60% 80%

認知症には、治るものもある

認知症の診断を受け治療することで、

進行を遅らせることができる

認知症の症状は、対応の仕方で

改善することがある

食事・運動・口腔ケアなど日々の生活習慣の

見直しが、認知症のリスクを低くすることに

つながる

自分が地域の中で役割を持てていると感じる

ことが、認知症のリスクを低くすることに

つながる

区内医療機関に、専門的な研修を受けた

認知症サポート医がいる

高齢者あんしん相談センターは、

認知症の人や家族の相談窓口である

金銭管理や書類の整理・手続きの支援や

成年後見制度を利用することで、財産管理や

契約等を手助けしてもらえる

その他

知っているものはない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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（３）認知症に関する相談先 

○ 何らかの相談先を想定している割合（相談しない、無回答を除いた割合）は、いずれの対象者に

おいても９割を超えています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「医療機関専門外来」の 45.0％を筆頭に、「高齢者あんしん相談センター」、

「区役所の相談窓口」、「かかりつけ医、又は認知症サポート医」、「家族や親族」も４割前後と、

意向が多岐にわたっています。 

○ 〈第１号・要支援〉と〈在宅介護〉では、「高齢者あんしん相談センター」、「かかりつけ医、又

は認知症サポート医」、「家族や親族」の割合が高くなっています。 

（複数回答） 

 

  

43.3

29.6

15.1

31.8

15.1

42.4

41.2

16.1

1.4

1.0

1.5

5.5

41.6

38.4

15.9

45.0

15.9

36.7

42.7

23.9

3.0

1.2

1.5

1.4

41.0

17.7

10.9

24.2

10.4

54.2

37.8

6.8

1.1

4.9

2.5

5.3

0% 20% 40% 60% 80%

高齢者あんしん相談センター

区役所の相談窓口

認知症疾患医療センター

（順天堂大学医院の専門窓口）

医療機関専門外来

（認知症外来、もの忘れ外来など）

もの忘れ医療相談

（高齢者あんしん相談センターで実施）

かかりつけ医、又は認知症サポート医

家族や親族

友人や知人

認知症カフェなどの地域の居場所

その他

相談しない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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（４）必要と感じる認知症支援 

○ いずれの対象者においても、「介護者が休息できるよう、認知症の方を預かるサービス」が最も

多く、次いで「認知症の診断を受けた直後に、サービスの情報提供や精神的サポートなどを受け

られる支援」が多くなっています。 

（複数回答） 

 

  

30.8

52.8

11.8

21.5

15.3

26.1

14.4

52.1

32.1

22.4

1.2

10.6

4.6

36.9

69.5

19.0

28.0

27.3

37.8

23.8

55.8

36.5

43.1

1.9

4.9

1.0

25.2

55.4

10.0

16.1

13.6

31.0

12.4

43.2

24.6

20.5

2.2

10.2

6.9

0% 20% 40% 60% 80%

認知症を理解するための講座

介護者が休息できるよう、認知症の方を

預かるサービス

本人・家族の会

本人・家族を支えるボランティア組織

グループホーム

通所サービス

認知症の本人のための損害賠償責任保険

認知症の診断を受けた直後に、サービスの

情報提供や精神的サポートなどを受けられる

支援

認知症検診などにより、自分自身の

健康チェックを行う機会

金銭管理や書類の整理・手続きの支援

その他

わからない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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１-３ 家族介護者の実態・ニーズ 

（１）介護の実施状況 

○ 〈第１号・要支援〉では、「現在、介護をしている」が 6.4％と「過去、介護をしたことがある

が、今はしていない」の 46.0％を合わせた『介護経験あり』が 52.4％となっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「介護をしたことがない」が 60.8％で最も多く、「現在、介護をしている」

が 13.5％と「過去、介護をしたことがあるが、今はしていない」の 25.1％を合わせた『介護経

験あり』が 38.6％となっています。 

○ 性別でみると、〈第１号・要支援〉では、『介護経験あり』の「男性」が 41.1％、「女性」が

60.2％、〈50歳以上〉では、『介護経験あり』の「男性」が 32.1％、「女性」が 43.3％となってお

り、介護を経験している割合は、男性より女性のほうが高くなっています。 

【第１号・要支援】 

 

【50 歳以上】 

 

 

  

現在、介護をして
いる

過去、介護をした
ことがあるが、
今はしていない

介護をしたことが
ない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079）

男性

（n=844）

女性

（n=1,235）

性別

6.4 

6.5 

6.4 

46.0 

34.6 

53.8 

43.7 

55.6 

35.6 

3.8 

3.3 

4.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

現在、介護をして
いる

過去、介護をした
ことがあるが、今
はしていない

介護をしたことが
ない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,456）

男性

（n=607）

女性

（n=849）

性別

13.5 

11.5 

15.0 

25.1 

20.6 

28.3 

60.8 

67.4 

56.1 

0.6 

0.5 

0.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（２）主な介護者の続柄 

○ 「子」が 59.1％で最も多く、次いで「配偶者」が 29.0％、「子の配偶者」が 4.6％となっていま

す。 

【在宅介護】 

 

 

（３）主な介護者の性別 

○ 「女性」が 67.7％となっており、女性の割合が高くなっています。 

【在宅介護】 

 

 

（４）介護による離職経験 

○ 「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が 60.5％で最も多くなっています。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

配偶者 子 子の配偶者 兄弟・姉妹 その他 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,362） 29.0 59.1 4.6 

2.9 

3.5 1.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

男性 女性 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,362） 31.0 67.7 1.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

14.2

1.3

3.5

0.7

60.5

4.2

16.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

(n=1,362)
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（５）主な介護者の勤務形態 

○ 「働いていない」が 43.0％で最も多く、次いで「フルタイムで働いている」が 26.9％、「パート

タイムで働いている」が 19.5％となっています。 

○ 主な介護者の性別でみると、「男性」は「フルタイムで働いている」が 39.3％と女性の 21.4％よ

り 17.9 ポイント高く、「女性」は「パートタイムで働いている」が 24.3％と男性の 9.2％より

15.1 ポイント高くなっています。 

【在宅介護】 

 

 

  

フルタイムで
働いている

パートタイム
で働いている

働いていない 主な介護者に
確認しない
と、わからな

い

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,362）

男性

（n=422）

女性

（n=922）

主な介護者
の性別

26.9 

39.3 

21.4 

19.5 

9.2 

24.3 

43.0 

40.5 

44.7 

1.5 

1.9 

1.1 

9.2 

9.0 

8.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（６）仕事と介護の両立に勤め先から必要な支援 

○ 「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が 33.9％で最も多く、次いで「労働時間の柔軟な選択

（フレックスタイム制など）」が 32.6％、「介護をしている従業員への経済的な支援」が 23.7％

となっています。 

○ 主な介護者の性別でみると、「男性」は「自営業・フリーランス等のため、勤め先はない」や

「特にない」が比較的高く、「女性」は「全体」とほぼ同じ傾向にあります。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

  

17.1

33.9

22.2

32.6

20.4

9.5

7.3

23.7

2.1

10.3

4.4

2.7

22.4

30.7

17.1

27.8

18.0

5.9

7.8

22.9

1.5

14.1

4.9

1.5

14.7

35.6

24.7

34.7

21.1

11.4

7.1

24.2

2.4

8.3

4.3

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自営業・フリーランス等のため、

勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択

（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化

（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

全体(n=632)

男性（主な介護者）(n=205)

女性（主な介護者）(n=421)
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（７）現在の生活の継続で主な介護者が不安に感じる介護等 

○ 「認知症状への対応」が 32.8％で最も多く、次いで「夜間の排泄」が 31.4％、「外出の付き添

い、送迎等」が 30.1％となっています。 

○ 主な介護者の性別でみると、「認知症状への対応」で女性は 35.7％と、男性より 8.2 ポイント高

くなっています。また、「男性」は「食事の準備（調理等）」や「その他の家事（掃除、洗濯、買

い物等）」のような家事全般への不安が高い傾向にあります。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

24.2

31.4

8.4

25.0

4.8

4.3

13.2

30.1

13.0

32.8

13.1

24.4

20.6

18.4

5.9

5.1

1.8

5.7

25.8

31.0

10.4

27.7

6.6

5.2

12.8

31.3

13.0

27.5

14.2

27.5

23.0

18.2

4.3

5.0

1.4

5.2

23.8

32.0

7.6

24.2

4.0

3.9

13.7

29.9

13.2

35.7

12.8

23.3

19.7

18.7

6.5

5.1

2.0

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応

（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事

（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、

わからない

無回答

全体(n=1,362)

男性（主な介護者）(n=422)

女性（主な介護者）(n=922)



 

23 

 

（８）主な介護者に必要な支援 

○ 「一時的に預かるサービス」が 51.0％で最も多く、次いで「通院付き添い」が 37.5％、「希望時

間での訪問・見守り」が 31.8％となっています。 

○ 主な介護者の性別でみると、「一時的に預かるサービス」で女性は 53.9％と、男性より 8.2 ポイ

ント高くなっています。また、「精神的サポートなどを受けられるサービス」も女性が 21.7％

と、男性より 7ポイント高くなっています。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

 

  

37.5

31.8

51.0

19.3

6.2

27.9

6.1

11.7

6.7

39.8

30.8

45.7

14.7

5.2

27.0

5.2

14.2

6.9

36.7

32.6

53.9

21.7

6.7

28.6

6.4

10.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80%

通院付き添い

希望時間での訪問・見守り

一時的に預かるサービス

精神的サポートなどを受けられるサービス

介護者同士の交流機会

（家族も含めた）家事支援

その他

特になし

無回答

全体(n=1,362)

男性（主な介護者）(n=422)

女性（主な介護者）(n=922)



 

24 

 

（９）高齢者あんしん相談センター（地域包括支援センター）の認知度 

○ 〈第１号・要支援〉では、「名前を聞いたことがある」が 48.1％で最も多く、次いで「どこにあ

るか知っている」が 28.9％、「知らない、聞いたことがない」が 23.1％となっています。また、

前回（令和４年度）調査よりも認知度が上がった傾向にあり、「相談や連絡したことがある」が

増えています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「知らない、聞いたことがない」が 49.5％で最も多く、次いで「名前を聞い

たことがある」が 31.5％、「センターの役割を知っている」が 14.1％となっています。また、前

回（令和４年度）調査よりも「センターの役割を知っている」「相談や連絡したことがある」が

増えています。 

○ 〈在宅介護〉では、「相談や連絡をしたことがある」が 45.8％で最も多く、次いで「どこにある

か知っている」が 36.8％、「名前を聞いたことがある」が 36.2％となっています。また、前回

（令和４年度）調査よりも「相談や連絡したことがある」が増えています。 

【第１号・要支援／前回調査結果との比較】（複数回答） 

 

 

【50 歳以上／前回調査結果との比較】（複数回答） 

 

  

48.1

28.9

21.0

20.4

23.1

1.8

45.5 

28.3 

17.0 

14.6 

27.4 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

名前を聞いたことがある

どこにあるか知っている

センターの役割を知っている

相談や連絡をしたことがある

知らない、聞いたことがない

無回答
令和７年度(n=2,079)

令和４年度(n=2,100)

31.5

12.0

14.1

12.8

49.5

0.4

32.1 

12.7 

10.9 

9.6 

50.3 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

名前を聞いたことがある

どこにあるか知っている

センターの役割を知っている

相談や連絡をしたことがある

知らない、聞いたことがない

無回答
令和７年度(n=1,456)

令和４年度(n=1,601)
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【在宅介護／前回調査結果との比較】（複数回答） 

 

 

 

（10）複合的な課題・制度の狭間の相談先が分からなかったケースの有無 

○ 利用者やその家族から相談等を受け、つなぎ先がわからなかったケースは、「ある」が 24.8％、

「ない」が 74.3％となっています。 

【事業者調査】 

 

 

  

36.2

36.8

23.2

45.8

13.6

2.6

38.6 

36.3 

21.3 

41.0 

15.7 

4.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

名前を聞いたことがある

どこにあるか知っている

センターの役割を知っている

相談や連絡をしたことがある

知らない、聞いたことがない

無回答

令和７年度(n=1,951)

令和４年度(n=1,807)

（わからなかったケースが）
ある

ない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 24.8 74.3 0.9 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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１-４ 医療・介護の連携状況 

（１）かかりつけ医・歯科医・薬局の有無 

○ いずれの対象者においても、「かかりつけの医師がいる」が最も高く、なかでも、〈在宅介護〉が

約９割、〈第１号・要支援〉が約８割となっています。 

○ 〈第１号・要支援〉では、「かかりつけの歯科医師がいる」が 56.8％、〈在宅介護〉では、「かか

りつけの薬局がある」が 56.5％と、他の対象者より高くなっています。 

（複数回答） 

 

 

  

83.5

56.8

44.8

6.5

1.4

58.4

46.9

24.2

22.7

0.5

93.1

41.5

56.5

1.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かかりつけの医師がいる

かかりつけの歯科医師がいる

かかりつけの薬局がある

どれもない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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（２）医療と介護の連携 

○ 介護サービス事業者が具体的に行っている取組として、「入退院時に医療関係者と介護サービス

担当者とで打合せ」が 71.7％で最も多く、次いで「主治医や病院の地域連携室等との連携」が

70.8％、「関係者間で情報を共有するシステムの活用」が 52.2％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

71.7

70.8

22.1

29.2

19.5

52.2

1.8

0.9

4.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

入退院時に医療関係者と介護サービス担当者とで

打合せ

主治医や病院の地域連携室等との連携

事例検討会の実施

個別ケース会議の実施

各職種の専門性の相互理解のための研修会

関係者間で情報を共有するシステムの活用

多職種をコーディネートする人材育成

その他

特にない

無回答

(n=113)



 

28 

 

２．在宅サービス等の充実と多様な住まい方の支援や取組 

２-１ 在宅サービス等介護サービスへの区民のニーズ 

（１）介護保険サービスの利用有無（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外） 

○ 「利用している」が約７割となっています。 

【在宅介護】 

 

 

（２）介護保険サービスを利用していない理由 

○ 「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」が40.5％で最も多く、次いで「家族が介

護をするため必要ない」が 18.5％、「本人にサービス利用の希望がない」が 18.0％となっていま

す。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

  

利用している 利用していない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,951） 69.9 24.7 5.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

40.5

18.0

18.5

3.3

6.0

3.5

7.9

10.6

17.2

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満があった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用の方法が分からない

その他

無回答
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（３）現在、利用している介護保険サービス以外の支援・サービス 

○ 「利用していない」が 40.0％で最も多く、次いで「その他」が 14.2％、「掃除・洗濯」が 12.1％

となっています。 

【在宅介護】（複数回答） 

 

 

（４）住居形態 

○ 〈第１号・要支援〉では、「持家（一戸建て）」が 38.5％、「持家（集合住宅）」が 37.6％と近い

割合になっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「持家（集合住宅）」が 38.3％、「民間賃貸住宅（集合住宅）」が 37.4％と近

い割合となっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「持家（一戸建て）」が 52.7％と半数を超えています。 

（単位：％） 

  

  

回答 

者数

（人） 

持家

（一戸

建て） 

持家

（集合

住宅） 

公営賃

貸住宅 

民間賃

貸住宅

（一戸

建て） 

民間賃

貸住宅

（集合

住宅） 

借家 その他 無回答 

第１号・要支援 2,079 38.5 37.6 1.9 0.8 16.2 2.0 1.9    1.1 

50 歳以上 1,456 17.5 38.3 1.4 1.4 37.4 1.9 1.6    0.5 

在宅介護 1,951 52.7 29.5 3.3 0.7 8.6 1.5 2.4    1.2 

 

  

7.2

3.7

12.1

8.4

6.8

9.0

11.6

5.9

6.5

14.2

40.0

14.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

(n=1,951)
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（５）住まいについての不便や不満 

○ いずれの調査対象者においても、「特にない」が最も多く、次いで「老朽化や耐震に不安があ

る」が多くなっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「居室などに手すりがない、または段差があり不便である」「エレベーターが

なく、階段の昇り降りがある」が、他の対象者より高くなっています。 

（複数回答） 

 

  

8.4

13.2

29.4

4.3

7.1

0.7

8.0

44.4

3.3

7.1

11.1

30.4

13.0

20.5

1.1

11.1

32.8

1.0

18.9

18.2

29.0

3.8

4.6

0.5

10.0

38.9

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

居室などに手すりがない、または段差があり

不便である

エレベーターがなく、階段の昇り降りがある

老朽化や耐震に不安がある

自宅の支払いについて、まだローンを

支払っている

家賃が高い

契約の更新ができない

その他

特にない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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（６）介護が必要になった場合に希望する暮らし方 

○ いずれの対象者においても、「介護を受けながら、自宅で暮らしたい」が最も多くなっていま

す。 

○ 前回（令和４年度）調査結果と比較すると、「施設に入所したい」の割合がやや上昇しており、

〈第１号・要支援〉で 7.9 ポイント、〈50 歳以上〉で 2.2 ポイント、それぞれ増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）介護が必要になった場合の在宅生活の実現性 

○ 「介護を受けながら、自宅で暮らしたい」と回答した方で、「（在宅生活を実現）できる」と回答

した割合は、〈第１号・要支援〉が 45.6％、〈50 歳以上〉が 29.2％となっています。 

 

 

 

  

できる できない わからない 無回答

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=1,249）

50歳以上
（n=812）

45.6 

29.2 

3.6 

8.7 

49.8 

61.7 

1.0 

0.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

介護を受けながら、
自宅で暮らしたい

施設に入所したい その他 無回答

[ 凡例 ]

令和７年度
（n=2,079）

令和４年度
（n=2,100）

令和７年度
（n=1,456）

令和４年度
（n=1,601）

第１号・要支援

50歳以上

60.1 

66.0 

55.8 

54.4 

34.5 

26.6 

39.4 

37.2 

3.0 

3.8 

3.6 

3.9 

2.5 

3.7 

1.2 

4.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（８）介護が必要になった場合に入所したい施設 

○ 「施設に入所したい」と回答した方のなかで、希望する施設としては、「有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者向け住宅」が〈第１号・要支援〉で 47.8％、〈50歳以上〉で 53.3％と最も多くな

っています。 

 

 

（９）施設等への入所・入居の検討状況と検討・申し込みをしている施設 

○ 施設等への入所・入居の検討状況については、「入所・入居は検討していない」が 64.0％で最も

多くなっています。 

○ 入所・入居を検討している方のなかで、検討・申し込みをしている施設としては、「特別養護老

人ホームや認知症高齢者グループホーム」が51.3％で最も多く、次いで「有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者向け住宅」が 24.2％となっています。 

【在宅介護】 

 

 

 

  

特別養護老人
ホームや認知症
高齢者グループ

ホーム

有料老人ホーム
やサービス付き
高齢者向け住宅

その他 わからない 無回答

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=717）

50歳以上
（n=574）

32.9 

26.5 

47.8 

53.3 

2.2 

1.6 

16.2 

17.9 

0.8 

0.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

入所・入居は検討
していない

入所・入居を検討
している

すでに入所・入居
申し込みをしている

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,951） 64.0 18.6 7.7 9.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

特別養護老人
ホームや認知症
高齢者グループ

ホーム

有料老人ホーム
やサービス付き
高齢者向け住宅

その他 わからない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=513） 51.3 24.2 7.6 11.5 5.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（10）終末期の希望 

○ いずれの対象者においても「自宅」が最も多く、〈在宅介護〉が 48.9％、〈第１号・要支援〉が

32.7％、〈50 歳以上〉が 31.4％となっています。 

○ 前回（令和４年度）調査結果と比較すると、〈第１号・要支援〉と〈50歳以上〉では、「自宅」の

割合が減り、「病院」の割合が増えています。 

 

 

 

 

  

自宅 病院 特別養護老
人ホームや
認知症高齢
者グループ

ホーム

有料老人
ホームや

サービス付
き高齢者向

け住宅

その他 わからない 無回答

[ 凡例 ]

令和７年度
（n=2,079）

令和４年度
（n=2,100）

令和７年度
（n=1,456）

令和４年度
（n=1,601）

令和７年度
（n=1,951）

令和４年度
（n=1,807）

第１号・要支援

50歳以上

在宅介護

32.7 

40.5 

31.4 

35.9 

48.9 

50.6 

27.5 

20.6 

22.1 

20.0 

18.5 

18.3 

6.0 

3.8 

6.0 

5.1 

4.3 

4.8 

9.6 

6.9 

11.8 

11.1 

3.5 

2.8 

1.8 

2.0 

3.6 

3.2 

1.0 

1.2 

20.0 

22.1 

24.6 

21.7 

19.4 

16.3 

2.5 

4.2 

0.5 

3.0 

4.5 

5.9 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（11）要介護になった際に地域で暮らし続けるために必要なこと 

○ 〈第１号・要支援〉と〈50 歳以上〉では、「相談体制や情報提供が充実している」が最も高く、

次いで、「往診などの医療サービスが整っている」、「夜間や緊急時でも利用できる介護サービス

がある」が続いています。 

○ 〈在宅介護〉では「往診などの医療サービスが整っている」が最も高く、次いで、「夜間や緊急

時でも利用できる介護サービスがある」、「家族介護者を支援してくれる仕組みがある」が続いて

おり、ほかの対象者と比べて、家族介護者への支援に対する割合が高い傾向にあります。 

（複数回答） 

 
  

41.0

18.7

38.9

32.6

10.2

27.6

7.8

12.5

12.7

16.9

26.1

6.2

1.2

5.9

3.2

40.7

10.6

39.1

34.6

19.8

33.2

12.4

14.6

17.0

10.4

29.6

18.1

1.8

1.4

1.0

28.1

19.5

46.5

39.7

16.0

20.4

5.4

32.3

6.4

17.3

21.8

8.3

1.8

2.6

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

相談体制や情報提供が充実している

身近な人による見守りや助言がある

往診などの医療サービスが整っている

夜間や緊急時でも利用できる介護サービス

がある

認知症介護サービスの充実や地域の理解

がある

家事などの生活を支援するサービスがある

介護に適した住宅に改修する、又は住み替え

ができる

家族介護者を支援してくれる仕組みがある

自分で自分のことを決めることを支援する

取り組みがある

災害時に支援してくれる体制がある

特別養護老人ホームなどの施設サービスが

充実している

お金の支払いや福祉サービス等の手続支援

がある

その他

特にない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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２-２ 介護サービス事業者の実態・ニーズ 

２-２-１ 介護サービス事業者・従事者の実態 

（１）介護サービス事業者の主とするサービス 

○ 「居宅介護支援」が 24 件で最も多く、次いで「訪問介護」が 18 件、「訪問看護」が 16 件となっ

ています。 

【事業者調査】 

 

  

24 

18 

0 

16 

1 

0 

12 

0 

2 

0 

4 

1 

0 

4 

2 

1 

2 

2 

4 

1 

7 

2 

6 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

3 

0 5 10 15 20 25 30

居宅介護支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

地域密着型通所介護

介護予防支援

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定福祉用具購入

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

訪問型サービス

通所型サービス

無回答

(n=113)
(件)
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（２）法人の種類 

○ 「民間企業」が 54.9％で最も多く、次いで「社会福祉法人」が 21.2％となっています。 

【事業者調査】 

 

 

（３）事業収入指標 

○ 令和５年度の事業収入を100％とした場合の令和６年度の事業収入指数は、「100％～110％未満」

が 20.4％、「80％～90％未満」「90％～100％未満」「110％～120％未満」が 9.7％となっていま

す。 

【事業者調査】 

 

  

民間企業 社会福祉
法人

医療法人 ＮＰＯ法
人

一般社団
法人・一
般財団法

人

協同組合
（農協・
生協）

その他 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 54.9 21.2 8.0 

1.8 

4.4 

4.4 

2.7 2.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

70％未満 70％～
80％未満

80％～
90％未満

90％～
100％未

満

100％～
110％未

満

110％～
120％未

満

120％以
上

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 5.3 

3.5 

9.7 9.7 20.4 9.7 8.8 32.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（４）従事者の性別 

○ 「女性」が約 7割、「男性」が約 3割となっています。 

【従事者調査】 

 

※性別をおたずねする設問回答では、“男性”、“女性”、“その他の性自認”の選択肢を設けましたが、

“その他の性自認”を選択する方がいなかった設問は、調査結果上は“男性”と“女性”のみで表記して

います。 

 

（５）職場のサービス種別 

○ 「訪問系（居宅介護支援事業所、地域包括支援センターを含む。）」が48.2％で最も多く、次いで

「施設系（有料老人ホーム、グループホーム等を含む。）」が 23.5％、「通所系（小規模多機能型

居宅介護等を含む。）」が 23.1％となっています。 

○ 性別でみると、女性は「訪問系」が 54.5％と半数を超えています。 

【従事者調査】 

 

  

男 女 その他の性自認 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=442） 30.8 68.6 

0.0 

0.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

施設系（有料
老人ホーム、
グループホー
ム等を含
む。）

訪問系（居宅
介護支援事業
所、地域包括
支援センター
を含む。）

通所系（小規
模多機能型居
宅介護等を含

む。）

その他 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=442）

男

（n=136）

女

（n=303）

性別

23.5 

30.1 

20.8 

48.2 

33.8 

54.5 

23.1 

27.9 

21.1 

4.5 

7.4 

3.3 

0.7 

0.7 

0.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（６）就業形態 

○ 「正規職員」が 75.8％、「非正規職員（契約職員、嘱託職員、派遣、パートなど）」が 24.0％と

なっています。 

○ 性別でみると、「男性」は「正規職員」が比較的高く、「女性」は「非常勤職員」が比較的高いで

す。 

【従事者調査】 

 

 

（７）就労年数 

○ 介護サービスに従事している通算年数は、「10 年以上」が 58.1％で最も多く、次いで「５年以上

10 年未満」が 18.3％となっています。 

○ 現在の法人勤務の通算年数は、「10 年以上」が 31.9％で最も多く、「５年以上 10 年未満」が

19.9％となっており、５年以上同一法人で勤務している方が、51.8％と半数を超えています。 

【従事者調査】 

 

  

正規職員 非正規職員（契約職員、
嘱託職員、派遣、パート

など）

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=442）

男

（n=136）

女

（n=303）

性別

75.8 

80.9 

73.9 

24.0 

19.1 

26.1 

0.2 

0.0 

0.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

６か月未満 ６か月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上 無回答

[ 凡例 ]

介護サービス従事通算年数
（n=442）

現在の法人での勤務年数
（n=442）

1.4 

5.7 

2.9 

8.4 

4.5 

12.7 

11.5 

19.0 

18.3 

19.9 

58.1 

31.9 

3.2 

2.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（８）取得している資格 

○ 「介護福祉士」が 50.7％で最も多く、次いで「ホームヘルパー２級」が 23.8％、「介護支援専門

員（ケアマネジャー）」が 23.3％となっています。 

【従事者調査】（複数回答） 

 

（９）今後取得したい資格 

○ 「特にない」が 55.9％で最も多くなっています。 

【従事者調査】（複数回答） 

 

50.7

13.3

12.0

2.0

3.8

23.8

8.8

23.3

19.5

3.8

1.6

0.2

9.3

4.8

1.8

6.1

8.4

3.6

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護福祉士

介護職員実務者研修

介護職員初任者研修

介護職員基礎研修

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

主任介護支援専門員

介護支援専門員（ケアマネジャー）

看護師・准看護師

理学療法士（ＰＴ）

作業療法士（ＯＴ）

言語聴覚士（ＳＴ）

社会福祉士

福祉用具専門相談員

栄養士・管理栄養士

上記以外の介護福祉関係の資格

その他

資格なし

無回答

(n=442)

8.8

3.4

0.9

0.2

0.5

0.2

5.4

14.3

1.4

1.8

0.2

0.2

8.6

3.2

0.7

3.6

2.9

55.9

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護福祉士

介護職員実務者研修

介護職員初任者研修

介護職員基礎研修

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

主任介護支援専門員

介護支援専門員（ケアマネジャー）

看護師・准看護師

理学療法士（ＰＴ）

作業療法士（ＯＴ）

言語聴覚士（ＳＴ）

社会福祉士

福祉用具専門相談員

栄養士・管理栄養士

上記以外の介護福祉関係の資格

その他

特にない

無回答

(n=442)
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（10）収入に対する満足度 

○ 介護による収入では、「普通」が 39.4％で最も多く、次いで「不満」が 27.1％、「満足」が

12.7％となっています。性別でみると、「男性」は「とても満足」が比較的高く、「女性」は「不

満」が比較的高くなっています。 

【従事者調査】 

 

  

とても満足 満足 普通 不満 とても不満 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=442）

男

（n=136）

女

（n=303）

性
別

2.9 

5.9 

1.3 

12.7 

15.4 

11.6 

39.4 

39.7 

39.6 

27.1 

23.5 

29.0 

12.0 

11.8 

12.2 

5.9 

3.7 

6.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（11）仕事の満足度  

○ 「とても満足」と「満足」を合わせた『満足』とする割合をみると、「仕事の内容・やりがい」

が 51.2％と最も高く、次いで、「職場の人間関係、コミュニケーション」が 48.9％となっていま

す。 

【従事者調査】 

   とても満足 満足 普通 不満 とても不満 無回答

[ 凡例 ]

仕事の内容・やりがい
（n=442）

キャリアアップの機会
（n=442）

労働時間・休日等の労働条件
（n=442）

勤務体制
（n=442）

人事評価・処遇のあり方
（n=442）

職場の環境（施設の構造等）
（n=442）

職場の人間関係、コミュニケーション
（n=442）

雇用の安定性
（n=442）

福利厚生
（n=442）

研修・能力開発のあり方
（n=442）

職場環境全体
（n=442）

10.0 

5.2 

8.6 

6.6 

5.2 

8.1 

14.3 

8.6 

5.0 

6.1 

8.4 

41.2 

21.9 

26.2 

22.6 

18.8 

25.8 

34.6 

31.2 

19.9 

19.7 

27.4 

42.8 

59.5 

45.9 

50.0 

53.2 

47.1 

38.9 

48.0 

54.5 

57.5 

47.5 

4.1 

8.6 

13.1 

15.4 

14.9 

13.6 

8.4 

7.7 

14.9 

11.3 

12.4 

1.1 

2.3 

5.0 

4.3 

6.1 

4.1 

2.7 

2.9 

4.3 

3.6 

3.2 

0.9 

2.5 

1.1 

1.1 

1.8 

1.4 

1.1 

1.6 

1.4 

1.8 

1.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（12）介護の仕事の継続意向 

○ 「今の職場で続けたい」が 56.6％と半数を超え、「事業所を変えて続けたい」の 7.9 と合わせた

『介護の仕事を続けたい』は 64.5％となっています。 

【従事者調査】 

 
 

  

今の職場で
続けたい

事業所を変
えて続けた

い

できれば介
護以外に変
わりたい

介護以外に
変わりたい

わからない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=442） 56.6 7.9 8.1 4.1 21.9 1.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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２-２-２ 介護人材に関する実態・ニーズ 

（１）従業員数 

１）全従業員数 

○ 正規職員は、「１～４人」が 37.2％で最も多く、次いで「５～９人」が 23.9％、「10～14 人」が

14.2％となっています。 

○ 非正規職員は、「１～４人」が 27.4％で最も多く、次いで「５～９人」が 15.0％、「10～14 人」

が 7.1％となっています。 

【事業者調査】 

 

※「０」と回答した場合は「０人」、空欄の場合は「無回答」で集計しています。 

 

２）介護保険の指定サービス事業の配置基準に基づき従事する従業員数 

○ 正規職員は、「１～４人」が 23.0％で最も多く、次いで「５～９人」が 22.1％、「10～14 人」が

10.6％となっています。 

○ 非正規職員は、「１～４人」が 22.1％で最も多く、次いで「５～９人」が 10.6％、「10～14 人」

が 6.2％となっています。 

【事業者調査】 

※「０」と回答した場合は「０人」、空欄の場合は「無回答」で集計しています。 

  

０人
１～４
人

５～９
人

10～14
人

15～19
人

20～29
人

30～39
人

40～49
人

50人
以上

無回答

[ 凡例 ]

全従業員数（正規職員）
（n=113）

全従業員数（非正規職員）
（n=113）

0.0 

4.4 

37.2 

27.4 

23.9 

15.0 

14.2 

7.1 

3.5 

6.2 

1.8 

4.4 

4.4 

0.9 

1.8 

2.7 

4.4 

3.5 

8.8 

28.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

０人
１～４
人

５～９
人

10～14
人

15～19
人

20～29
人

30～39
人

40～49
人

50人
以上

無回答

[ 凡例 ]

全従業員数（正規職員）
（n=113）

全従業員数（非正規職員）
（n=113）

0.9 

4.4 

23.0 

22.1 

22.1 

10.6 

10.6 

6.2 

2.7 

4.4 

3.5 

3.5 

3.5 

0.9 

1.8 

0.9 

1.8 

1.8 

30.1 

45.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（２）従業員の過不足状況 

○ 従業員全体では、「大いに不足」の 11.5％、「不足」の 12.4%、「やや不足」の 28.3％を合わせた

『不足』は、52.2％となっています。 

○ 職種別でみると、『不足』は介護職では 43.3％、介護支援専門員では 26.5％、看護職では 26.6％

となっています。 

【事業者調査】 

 

  

大いに
不足

不足 やや
不足

適当 過剰 当該職種
はいない

無回答

[ 凡例 ]

介護職
（n=113）

介護支援専門員
（n=113）

医師
（n=113）

看護職
（n=113）

生活相談員
（n=113）

機能訓練指導員
（n=113）

栄養士
（n=113）

その他
（n=113）

従業員全体
（n=113）

15.0 

4.4 

0.0 

2.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.5 

9.7 

10.6 

0.0 

6.2 

2.7 

1.8 

0.0 

1.8 

12.4 

18.6 

11.5 

0.0 

17.7 

7.1 

7.1 

2.7 

9.7 

28.3 

17.7 

22.1 

9.7 

26.5 

23.0 

20.4 

10.6 

17.7 

25.7 

0.0 

0.0 

0.9 

0.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

21.2 

34.5 

61.1 

23.0 

38.9 

41.6 

57.5 

40.7 

0.0 

17.7 

16.8 

28.3 

23.0 

28.3 

29.2 

29.2 

30.1 

22.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（３）従業員不足の主な理由 

○ 『不足』と回答の事業者のうち、「採用が困難」が 86.4％で最も多くなっています。 

【事業者調査】 

 

 

（４）採用が困難・離職率が高い等の主な原因 

○ 『不足』と回答の事業者のうち、採用が困難・離職率が高い等の主な原因としては、「賃金が低

い等、給与・待遇の問題」が 50.8％で最も多く、次いで「その他」が 13.6％、「休みが取りにく

い、業務が多い、勤務が不規則等、働き方や勤務形態の問題」「社会的に評価が低い等、介護職

の一般的なイメージの問題」が 10.2％となっています。 

【事業者調査】 

（単位：％） 

 

 

回
答
者
数
（人
） 

賃
金
が
低
い
等
、
給
与
・待
遇
の
問
題 

休
み
が
取
り
に
く
い
、
業
務
が
多
い
、 

勤
務
が
不
規
則
等
、 

働
き
方
や
勤
務
形
態
の
問
題 

精
神
的
に
き
つ
い
、
ト
ラ
ブ
ル
が
多
い
等
、 

仕
事
内
容
・労
働
環
境
の
問
題 

人
間
関
係
等
、
職
場
環
境
の
問
題 

資
格
取
得
の
負
担
と
処
遇
改
善
が
合
わ
な
い
等
、 

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
や
将
来
展
望
、 

仕
事
の
や
り
が
い
の
問
題 

施
設
が
古
く
、
設
備
環
境
も
十
分
と
は 

言
え
な
い
等
、
職
場
の
設
備
の
問
題 

社
会
的
に
評
価
が
低
い
等
、 

介
護
職
の
一
般
的
な
イ
メ
ー
ジ
の
問
題 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全体 59 50.8 10.2 6.8 1.7      -      - 10.2 13.6 5.1    1.7 

 

  

採用が困難 離職率が高い
（定着率が低い）

その他

[ 凡例 ]

全体

（n=59） 86.4 3.4 10.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（５）従業員不足による影響 

○ 「主任、リーダー的役割の職員が育成できない」が57.6％で最も多く、次いで「定員まで利用者

を受け入れられない」「事業を拡大できない」が32.2％、「従業員の育成不足のため、十分なサー

ビスが提供できていない」が 28.8％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

32.2

28.8

32.2

1.7

57.6

11.9

15.3

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

定員まで利用者を受け入れられない

従業員の育成不足のため、十分なサービスが提供

できていない

事業を拡大できない

食事を含む施設内の提供サービスが十分とは言え

ない

主任、リーダー的役割の職員が育成できない

医療対応や連携が十分にできていない

その他

無回答

(n=59)
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（６）介護人材確保のための取組状況 

○ 広報活動においては、「ハローワークの求人募集」「インターネット（求人サイト）」が 70.8％で

最も多く、80事業者が取り組んでいます。 

○ 企業方針においては、「従業員が育児や介護のために仕事と家庭生活の両立ができるよう、ワー

ク・ライフ・バランスの推進をしている」が 69.0％と、78 事業者で取り組んでいます。次い

で、「採用にあたり、事業所の経営理念、運営方針、業務内容等を十分説明し、就労後のミスマ

ッチの解消に努めている」が 62.8％（71 事業者）となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

広 

報 

活 

動 

等 
企 

業 

方 

針 

等 

70.8

70.8

13.3

29.2

21.2

25.7

42.5

16.8

11.5

62.8

69.0

58.4

58.4

56.6

3.5

0.9

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ハローワークの求人募集

インターネット（求人サイト）

新聞・チラシの求人募集

就職相談会・説明会の開催

学校・養成施設等へのＰＲ活動

事業所員による勧誘活動

事業所見学・実習生の受け入れ等

介護の魅力を発信するイベント等を行っている

その他

採用にあたり、事業所の経営理念、運営方針、業務内容等を

十分説明し、就労後のミスマッチの解消に努めている

従業員が育児や介護のために仕事と家庭生活の両立ができる

よう、ワーク・ライフ・バランスの推進をしている

従業員の賃金について、職能給や業績給などキャリアに連動

した給与体系を整備している

教育研修や資格取得支援等を行い、従業員の人材育成に努め

ている

従業員が悩みや不安・不満、疑問点等を上司や同僚に気軽に

相談できる体制づくりや相談窓口を整備している

その他

特にない

無回答

(n=113)
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（７）人材確保策としてのＩＣＴ機器の導入状況 

○ 「既に導入している」が 48.7％で最も多く、約半数が導入済みとなっています。 

【事業者調査】 

 

 

（８）ＩＣＴ機器を導入しない理由 

○ 導入予定なしの事業者のうち、その理由としては、「導入コストが高い」「事業の規模から考えて

必要ない」が 53.3％（８事業者）で最も多くなっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

既に導入し
ている

導入に向け
て動いてい

る

検討中 予定なし わからない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 48.7 4.4 13.3 13.3 18.6 1.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

53.3

0.0

26.7

53.3

26.7

13.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

導入コストが高い

職員の抵抗感や反発がある

職員のスキル・知識不足

事業の規模から考えて必要ない

効果がわからない

その他

(n=15)
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（９）人材確保策としての外国人介護人材の受入状況 

○ 「予定なし」が 36.3％で最も多くなっている一方、「既に受け入れている」が 17.7％となってお

り、また、「受け入れに向けて動いている」の 11.5％と「検討中」の 10.6％を合わせた『受け入

れに前向き』な事業者は 22.1％（25 事業者）となっています。 

【事業者調査】 

 

 

（10）外国人介護人材の受入予定なしの理由 

○ 受け入れの予定なしの事業者のうち、その理由としては、「言葉・文化（宗教や生活習慣）の違

いや知識不足、労働慣行の違い」が41.5％で最も多く、次いで「利用者や従業員とのコミュニケ

ーションがとれない」「教育・コミュニケーション等の対応への時間的な余裕がない」が

39.0％、「受け入れ体制が整わない」が 36.6％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

既に受け入
れている

受け入れに
向けて動い
ている

検討中 予定なし わからない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 17.7 11.5 10.6 36.3 22.1 1.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

36.6

9.8

17.1

39.0

39.0

41.5

19.5

22.0

7.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

受け入れ体制が整わない

受け入れ費用が高い

指導者がいない

利用者や従業員とのコミュニケーションがとれな

い

教育・コミュニケーション等の対応への時間的な

余裕がない

言葉・文化（宗教や生活習慣）の違いや知識不

足、労働慣行の違い

文書事務対応への不安がある

受け入れ対象のサービス（施設）ではない

その他

(n=41)
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（11）人材育成の取組状況 

○ 「先輩職員によるＯＪＴ（職務中の実践的な研修）を実施している」が68.1％で最も多く、次い

で「教育・研修計画を立て、実施している」が 61.1％、「法人全体で連携して取り組んでいる」

が 51.3％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

 

61.1

33.6

44.2

68.1

51.3

28.3

9.7

0.9

2.7

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

教育・研修計画を立て、実施している

教育・研修の責任者又は担当部署を置いている

採用時に教育・研修を充実させている

先輩職員によるＯＪＴ（職務中の実践的な研修）

を実施している

法人全体で連携して取り組んでいる

自治体や業界全体の主催する教育・研修に積極的

に参加させている

地域の同業者と勉強会を開いている

その他

特に取り組んでいない

無回答
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（12）人材の育成・定着のための有効策 

○ 事業者調査では、「働きやすい職場環境」が 90.3％で最も多く、次いで「給与・待遇」が

73.5％、「良好な従事者間のコミュニケーション」が 53.1％となっています。 

○ 従業者調査では、「給与・待遇」が 73.3％、「働きやすい職場環境」が 71.3％と高くなっていま

す。 

【事業者調査】（複数回答/３つ以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従事者調査】（複数回答/３つ以内） 

 

 

 

 

 

 

  

15.0

90.3

15.9

73.5

53.1

18.6

20.4

0.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修の充実

働きやすい職場環境

福利厚生の充実

給与・待遇

良好な従事者間のコミュニケーション

上司・管理者との相談体制の充実

仕事のやりがい

その他

無回答

(n=113)

18.3

71.3

18.8

73.3

49.5

19.5

15.2

1.1

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

研修の充実

働きやすい職場環境

福利厚生の充実

給与・待遇

良好な従事者間のコミュニケーション

上司・管理者との相談体制の充実

仕事のやりがい

その他

無回答

(n=442)
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（13）介護人材を増やすために必要なこと 

○ 「基本賃金の水準を引き上げる」が80.8％で最も多く、次いで「休暇制度・労働時間等の勤務条

件を改善する」が 42.8％、「キャリアに応じて賃金が上がっていくような仕組みとする」が

41.6％となっています。 

【従事者調査】（複数回答/５つ以内） 

 

  

80.8

41.6

34.4

42.8

24.7

7.9

1.6

10.0

1.8

11.1

28.7

10.4

9.3

5.7

36.2

3.8

2.9

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

基本賃金の水準を引き上げる

キャリアに応じて賃金が上がっていくような仕組みとする

資格取得手当などの諸手当を充実する

休暇制度・労働時間等の勤務条件を改善する

福利厚生制度を手厚くする

就職時に経験年数・年齢別のモデル賃金を公開する

勤務先で説明会や施設見学会を開催する

職場内外での研修制度や資格取得支援制度を充実させる

勤務先のキャリアアップに関する情報を公開する

資格取得時の受講費用補助制度をつくる

社会全体が福祉・介護職場のイメージアップを図っていく

子育てしながらでも働けるよう、事業所内等に保育施設を

確保する

中学生・高校生等への職場体験等、介護の仕事を理解して

もらう機会をつくる

介護職の離職者に対する職業訓練の仕組みの充実

人員基準を手厚くし、利用者に対する職員数を増やす

その他

特にない

無回答

(n=442)
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２-２-３ ハラスメントの状況・対策 

（１）セクハラ・パワハラ等の経験の有無 

○ ハラスメントを受けたことがあると回答した割合（経験したことはない、無回答を除いた割合）

は、41.4％となっており、その相手は「利用者」が 29.6％で最も高くなっています。 

○ 性別でみると、男性は「同僚、部下」、「利用者」、「利用者の家族」の割合が女性より高くなって

います。 

【従事者調査】（複数回答） 

 

   

9.0 

8.8 

29.6 

18.6 

54.1 

4.5 

7.4 

14.7 

35.3 

22.8 

49.3 

3.7 

9.9 

6.3 

27.4 

16.8 

55.8 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80%

上司

同僚、部下

利用者

利用者の家族

経験したことはない

無回答

全体(n=442)

男(n=136)

女(n=303)
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（２）利用者や家族からのハラスメントの有無 

○ ハラスメントの把握状況については、「ある」が 51 事業者、「ない」が 59 事業者となっていま

す。 

【事業者調査】 

 

 

 

（３）利用者や家族からのハラスメントへの対処 

○ ハラスメントと思われるケースがある事業者では、「必要に応じて、管理者・サービス提供責任

者が同席し、利用者や家族と事実確認と改善要請を行う」「施設・事業所内で共有し、職員や管

理者が抱え込まないようにしている」が68.6％で最も多く、次いで「当該職員と面談し、必要に

応じて心のケアや配置換え等の対応を行う」が 66.7％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

ある ない わからない
／把握していない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=113） 45.1 52.2 

1.8 

0.9 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

66.7

68.6

68.6

49.0

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

当該職員と面談し、必要に応じて心のケアや配置

換え等の対応を行う

必要に応じて、管理者・サービス提供責任者が同

席し、利用者や家族と事実確認と改善要請を行う

施設・事業所内で共有し、職員や管理者が抱え込

まないようにしている

関係機関への相談や連携を行う

その他

(n=51)
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（４）利用者や家族からのハラスメント対策 

○ 事業者の対策としては、「契約書、重要事項説明書等に、ハラスメントによるサービス提供中

止、解除の可能性について記載・説明している」が73.5％で最も多く、次いで「施設・事業所の

基本方針を決定し、職員に周知している」が 65.5％、「相談窓口を設置するなど、相談しやすい

職場環境づくりをしている」が 56.6％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

  

65.5

73.5

56.6

41.6

33.6

46.0

2.7

0.0

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

施設・事業所の基本方針を決定し、職員に周知し

ている

契約書、重要事項説明書等に、ハラスメントによ

るサービス提供中止、解除の可能性について記

載・説明している

相談窓口を設置するなど、相談しやすい職場環境

づくりをしている

特定の職員に負担が集中しないようなローテー

ション勤務等を整備している

対応マニュアルを作成し、職員間で共有している

ハラスメント対応の研修を実施している

その他

特に取り組んでいない

無回答

(n=113)
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（５）区に支援してほしい利用者や家族からのハラスメント対策 

○ 「ハラスメント相談窓口の設置」が57.5％で最も多く、次いで「マニュアル・ガイドラインの配

布」が 52.2％、「介護保険のしおりや広報などを通じて、自治体としての啓発活動の推進」が

47.8％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

 

 

  

41.6

52.2

57.5

47.8

3.5

4.4

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ハラスメント研修・セミナーの開催

マニュアル・ガイドラインの配布

ハラスメント相談窓口の設置

介護保険のしおりや広報などを通じて、自治体と

しての啓発活動の推進

その他

特にない

無回答

(n=113)
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２-４ 区民のニーズと事業所運営の課題 

（１）区に力を入れてほしい高齢者施策 

○ 〈第１号・要支援〉では、「健康管理、介護予防」が 37.1％で最も多く、次いで「在宅医療・介

護」が 36.7％、「認知症高齢者に対する支援」が 36.0％となっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「高齢者住宅等への住み替え等住まいへの支援」が 40.0％で最も多く、「就

労支援」とともに、ほかの対象者と比較して高くなっています。 

○ 〈在宅介護〉では、「在宅医療・介護」が 46.5％で最も多く、次いで「家族介護者への支援」が

46.0％、「認知症高齢者に対する支援」が 42.2％となっています。この３つは、ほかの対象者よ

り高くなっています。 

（複数回答） 

 

15.2

11.1

9.4

37.1

22.9

22.8

36.0

9.4

19.4

35.8

4.6

5.1

6.1

5.3

36.7

32.8

29.0

2.3

4.7

3.4

3.1

13.5

14.8

30.6

36.1

40.0

26.2

35.1

15.4

16.8

34.9

4.7

7.3

10.4

9.3

35.0

30.1

32.2

2.8

3.3

1.0

0.5

15.7

5.6

3.6

32.8

16.1

21.5

42.2

7.4

12.1

27.2

4.4

6.8

5.1

6.7

46.5

27.2

46.0

3.2

4.9

2.3

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者クラブなど交流の場の提供

生涯学習

就労支援

健康管理、介護予防

高齢者住宅等への住み替え等住まいへの支援

声かけや見守りサービスの充実

認知症高齢者に対する支援

高齢者虐待の防止や成年後見、財産管理等へ

の支援

気軽に立ち寄り、世代や属性を超えて

交流できる場や居場所の提供

相談体制の充実

地域におけるボランティア組織の育成

8050問題への対応

ヤングケアラー問題への対応

ダブルケア問題への対応

在宅医療・介護

地域で暮らし続けるためのサービス

家族介護者への支援

その他

わからない

特にない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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（２）事業所運営の課題 

○ 「スタッフの確保（短期間の離職）や人材育成」が64.6％で最も多く、次いで「利用者数の伸び

悩み」が 40.7％、「補助金や報酬加算を十分に活用できていない」が 15.9％となっています。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.7

64.6

6.2

15.9

12.4

11.5

11.5

0.0

6.2

6.2

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

利用者数の伸び悩み

スタッフの確保（短期間の離職）や人材育成

事業所内での同職種や他職種との相談・連携体制

が構築できていない

補助金や報酬加算を十分に活用できていない

利用者や家族からの苦情や事故への対応が難しい

医療機関との連携

他事業者との競合

課題がわからない

その他

特に課題はない

無回答

(n=113)
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３．健康で豊かな暮らしの実現 

３-１ 健康・フレイル予防・介護予防の状況 

（１）現在の健康状態 

○ 「とても良い」、「まあ良い」を合わせた『良い』の割合は、〈50 歳以上〉が 84.2％と最も高く、

〈第１号・要支援〉が 81.5％、〈在宅介護〉が 55.1％となっています。 

 

 

（２）聴覚への不安 

○ 「なし」が 62.9％で最も多く、次いで「不安があるが、特に何もしていない」が 29.5％、「不安

があり、補聴器などを使用している」が 6.4％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

 

（３）視覚への不安 

○ 「不安があり、眼鏡などを使用している」が 51.2％で最も多く、次いで「なし」が 38.1％、「不

安があるが、特に何もしていない」が 9.5％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

とても良い まあ良い あまり良くない 良くない 無回答

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=2,079）

50歳以上
（n=1,456）

在宅介護
（n=1,951）

12.5 

16.1 

2.7 

69.0 

68.1 

52.4 

13.7 

12.4 

32.0 

2.2 

1.3 

10.5 

2.6 

2.0 

2.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

なし 不安があり、補聴
器などを使用して

いる

不安があるが、特
に何もしていない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 62.9 6.4 29.5 1.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

なし 不安があり、眼鏡
などを使用してい

る

不安があるが、特
に何もしていない

無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079） 38.1 51.2 9.5 1.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（４）フレイルの認知度 

○ 〈第１号・要支援〉では、「言葉も意味も知っている」が 51.9％で最も多く、次いで「知らな

い」が 28.2％、「言葉は聞いたことがあるが意味は知らない」が 18.2％となっています。年齢別

にみると、若い方の方が認知度は比較的高くなっています。 

○ 〈50 歳以上〉では、「言葉も意味も知っている」が 50.7％で最も多く、次いで「知らない」が

32.2％、「言葉は聞いたことがあるが意味は知らない」が 16.3％となっています。 

【第１号・要支援】 

 

【50歳以上】 

 

  

言葉も意味も知っ
ている

言葉は聞いたこと
があるが意味は知

らない

知らない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=2,079）

65歳～69歳

（n=585）

70歳～74歳

（n=390）

75歳～79歳

（n=440）

80歳～84歳

（n=322）

85歳～89歳

（n=232）

90歳以上

（n=110）

年齢

51.9 

53.5 

56.9 

56.6 

50.0 

40.5 

36.4 

18.2 

16.2 

14.4 

16.6 

20.5 

25.9 

25.5 

28.2 

29.9 

27.2 

25.7 

26.1 

30.6 

33.6 

1.7 

0.3 

1.5 

1.1 

3.4 

3.0 

4.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

言葉も意味も知っ
ている

言葉は聞いたこと
があるが意味は知

らない

知らない 無回答

[ 凡例 ]

全体

（n=1,456） 50.7 16.3 32.2 0.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（５）健康維持・介護予防等の取組状況 

○ いずれの対象者においても、「取り組んでいることがある」が半数を超えています。 

 

  

取り組んでいることが
ある

特に取り組んでいることは
ない

無回答

[ 凡例 ]

第１号・要支援
（n=2,079）

50歳以上
（n=1,456）

在宅介護
（n=1,951）

58.3 

66.3 

53.0 

35.1 

31.6 

35.2 

6.6 

2.1 

11.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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（６）健康維持・介護予防のために今後取り組みたいこと 

○ 今後取り組みたいことがあると回答した割合（特に取り組みたいことはない、無回答を除いた割

合）は、〈50歳以上〉で 93.4％と、〈第１号・要支援〉では 85.2％、〈在宅介護〉79.1％より高く

なっています。 

○ 具体的には、〈50 歳以上〉では、「自分で定期的な運動や体力づくりの取り組みをする」が

67.2％、「栄養バランスに気をつけて食事をする」が 65.2％、「仕事をする」が 51.9％と高くな

っています。 

（複数回答） 

 

 

  

53.5

60.6

48.1

10.5

11.4

7.5

44.5

31.1

26.7

4.5

7.2

7.6

67.2

65.2

42.0

8.1

6.7

9.8

42.0

33.4

51.9

3.5

4.7

1.9

39.2

46.8

39.8

6.7

8.1

1.4

32.9

22.8

5.1

8.6

14.0

6.9

0% 20% 40% 60% 80%

自分で定期的な運動や体力づくりの取り組み

をする

栄養バランスに気をつけて食事をする

よくかむこと、口の中を清潔に保つことを

気をつける

区が実施する健康づくりの教室や講座に

参加する

地域活動に参加する

ボランティア活動をする

家族、友人、知人と交流する

趣味や学習などの活動又は読み書き計算など

脳のトレーニングをする

仕事をする

その他

特に取り組みたいことはない

無回答

第１号・要支援(n=2,079)

50歳以上(n=1,456)

在宅介護(n=1,951)
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４．いざというときのための体制づくり 

４-１ 災害対策 

（１）災害発生時の準備・対策 

○ 「災害発生時対応マニュアルの整備」が 96.5％とほとんどの事業所で取り組んでいます。 

○ 「従業員や利用者の３課分の備蓄の確保」、「避難経路の確保」、「家具や什器等の転倒・落下防

止」、「緊急連絡網の作成」についても、半数以上の事業所が取り組んでいます。 

【事業者調査】（複数回答） 

 

 

 

96.5

54.0

64.6

52.2

77.9

31.9

45.1

3.5

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害発生時対応マニュアルの整備

従業員や利用者の３日分の備蓄の確保

避難経路の確保

家具や什器等の転倒・落下防止

緊急連絡網の作成

事業所が行っている対策を利用者と利用者の家族

に周知

家族との連絡手段の確保

その他

特に取り組んでいない

無回答

(n=113)


